
第４６号議案 

平成３０年度加東市一般会計補正予算（第１号） 

 平成３０年度加東市の一般会計の補正予算（第１号）は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に、歳入歳出それぞれ２，９５７千円を追加し、歳入歳出予算

の総額を歳入歳出それぞれ１９，４９０，９５７千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算

の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 （地方債の補正） 

第２条 地方債の追加及び変更は、「第２表 地方債補正」による。 

  平成３０年６月１日提出 

加東市長 安 田 正 義  





（追加）                                                                                            （単位　千円）

（変更）                                                                                            （単位　千円）

97,400道路整備事業

償還の方法

 普通貸借
 又は
 証券発行

（他の地方
公共団体と
の共同発行
を含む。）

 4.0%以内

　ただし、
利率見直し
方式で借り
入れる政府
資金及び地
方公共団体
金融機構資
金につい
て、利率見
直しを行っ
た後におい
ては、当該
見直し後の
利率とす
る。

　政府資金
について
は、その融
資条件によ
り、その他
の場合は債
権者と協定
するところ
による。
　ただし、
市財政の都
合により据
置期間若し
くは償還期
限を短縮
し、繰上償
還し、又は
低利に借換
えすること
ができる。

68,000

補正前と同
じ

補正前と同
じ

補正前と同
じ

起債の目的
補 正 前 補 正 後

限度額 起債の方法 利率 償還の方法 限度額 起債の方法 利率

公共施設等適正
管 理 推 進 事業

74,000

 普通貸借又は
 証券発行

（他の地方公共
団体との共同発
行を含む。）

4.0%以内
　政府資金については、その融資条
件により、その他の場合は債権者と
協定するところによる。
　ただし、市財政の都合により据置
期間若しくは償還期限を短縮し、繰
上償還し、又は低利に借換えするこ
とができる。

　ただし、利率見直し
方式で借り入れる政府
資金及び地方公共団体
金融機構資金につい
て、利率見直しを行っ
た後においては、当該
見直し後の利率とす
る。

第 ２ 表 地 方 債 補 正

起 債 の 目 的 限度額 起債の方法 利 率 償　還　の　方　法
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平成３０年度 

加東市一般会計補正予算（第１号）説明書 













１　特別職

16

0 16 0

給   与   費   明   細   書

16計 2 16 0 0  

0 0 0

16
そ の 他 の
特 別 職

2 16  

0 0

議　　員 0 0 0   

237,023

比  較

長　　等 0 0 0 0 0

76,767

計 1,993 145,527 20,280 33,764 6,084 205,655 31,368

補正前

長　　等 退職手当

そ の 他 の
特 別 職

1,975 76,767 76,767

76,783

計

76,783

93,972 26,887 120,859

そ の 他 の
特 別 職

1,977 76,783

議 員 16 68,760 25,212 4.40

4.40 6,084 34,916 4,481 39,397 退職手当

備 考職員数 報　　酬 給　　料 期末手当

長 等 2 20,280 8,552

区     分

給               与               費

1,995 145,543 20,280

共 済 費 合　　計

16 68,760 25,212 26,887 120,85993,9724.40

39,39734,916 4,4814.40

31,368 237,039205,671

期末手当
年間支給率

その他の
手　当

計

（千円）（月分） （千円） （千円）（人） （千円） （千円） （千円） （千円）

33,764

補正後

議　　員

6,084

6,0848,5522 20,280
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平成３０年度

加東市一般会計補正予算（第１号）補足説明書

第
４
６
号
議
案
　
説
明
資
料



　平成３０年度加東市一般会計補正予算（第１号）は、交付決定を受けたコミュニティ助成事業助成金等を追加するほか、道路ストック総点検事業

において、社会資本整備総合交付金の取扱い変更等に伴う同交付金の減額及び市債の追加などを計上する補正予算を編成いたしました。

　補正予算の規模は、２，９５７千円の増額とし、一般会計の総額を１９，４９０，９５７千円といたします。

　歳入予算では、国庫支出金で社会資本整備総合交付金（防災・安全）の減等により４５，９８６千円の減額、県支出金は、児童入所施設措置費等

県費負担金の増等により１，７４３千円の増額、諸収入では、コミュニティ助成事業助成金の交付決定に伴い２，６００千円の増額、道路ストック

総点検事業に係る市債を４４，６００千円増額するなど、合計２，９５７千円の増額補正といたします。

　歳出予算では、地方創生事業及びコミュニティ推進事業で総務費２，６００千円を増額、児童福祉事業、乳幼児等医療費給付事業及びこども医療

費給付事業などで民生費９，８６９千円を増額、土木費では、社会資本整備総合交付金事業（防災・安全交付金）の財源更正ほかで１５千円の増額、

歳出予算総額の調整として予備費を９，５４３千円減額するなど、合計２，９５７千円の増額補正といたします。

1　主な歳出補正予算の概要

（単位  千円）

事項別
明細書

事業名 補正額
補正額の財源内訳

補正概要
国県支出金 地方債 その他 一般財源

P6～7 コミュニティ推進事業 2,500 2,500 0

黒谷地区の「子どもふとん太鼓」の巡行事業が、
（一財）自治総合センターのコミュニティ助成事
業の交付決定を受けたことに伴い、同助成金を交
付します。

乳幼児等医療費給付事業 1,035 1,035 加東市福祉医療費助成に関する条例に定める乳幼
児等及びこどもが、他の公費負担医療制度を利用
した際に生じる自己負担額を、新たに福祉医療費
助成制度で助成します。＜資料No.1＞

P8～9
社会資本整備総合交付金事業
（防災・安全交付金）

0 △ 49,441 44,600 4,841

社会資本整備総合交付金の対象外となった道路ス
トック総点検事業の舗装維持管理及び配分見送り
となった同事業の道路附属物維持修繕について、
公共施設等適正管理推進事業債（長寿命化事業）
を充当し、市単独事業で実施します。

P6～7

こども医療費給付事業 346 346

- 1 -



１　福祉医療費助成制度の拡充について

【制度拡充の目的】　加東市福祉医療費助成に関する条例に定める乳幼児等及びこどもが、他の公費負担医療制度
　　　　を利用する際に生じる自己負担額を助成し、福祉の増進を図ることを目的とする。

②児童福祉法第１９条の２第１項に規定する指定小児慢性特定疾病医療支援
③児童福祉法第２１条の５の２９第１項に規定する肢体不自由児通所医療
④難病の患者に対する医療等に関する法律第５条第１項に規定する指定特定医療

⑥兵庫県肝炎治療特別促進事業実施要綱第３に規定する肝炎治療による医療

２ 他の公費負担医療制度

精神通院医療 育成医療

１割 １割 ２割 １割 ２割

（単位　円）

自立支援医療
小児慢性
特定疾病

肢体不自由
児通所医療

指定難病
結核患者
の医療

肝炎医療

0 0 0 0 0

2,500 1,250 15,000 2,500

5,000 2,500 24,600 5,000

3.3万円未満　

(※1) 5,000
3.3万円以上
23.5万円未満

(※2)10,000
23.5千円以上 23.5万円以上

20,000 20,000

３　加東市福祉医療費助成制度
　【乳幼児等及びこどもに係る医療費助成制度】通院、入院を助成

４　予算措置について

（単位：千円）

款 項 目 節 細々節 当初予算額
拡充影響額
(見込み）

民生費 児童福祉費 児童福祉総務費 扶助費 乳幼児等医療費 115,200 1,035

民生費 児童福祉費 児童福祉総務費 扶助費 こども医療費 54,180 346

169,380 1,381

５ 施行期日（案） 平成３０年７月１日

（助成の対象となる医療費 ） ①障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第５８条第１項に規定
　する指定自立支援医療

①自立支援医療 ②小児慢性
特定疾病

④指定難病 ⑥肝炎医療
⑤結核患者
の医療

③肢体不自由
児通所医療

　する厚生労働省で定める医療（結核）
⑤感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律第３７条の２第１項に規定

自己負担額 ５％
※負担上限額あり（所得判定による）

＜自己負担額表＞

生活保護

市町村民税２５．１万円以上 15,000 30,000

低所得（非課税）収入８０万円以下

低所得（非課税）収入８０万円超

市町村民税７．１万円未満 5,000

40,200

23.5万円未満
(※3)
　　40,200

計

大事業

乳幼児等医療費給付事業

こども医療費給付事業

小４～中３まで（こども）

自己負担額
対象者

所得制限の概要

なし

市町村民税所得割の額が
23.5万円未満

（世帯合算する）

なし
（全額助成）

年　　齢

０歳（乳幼児等）

１歳～小３まで（乳幼児等）

市町村民税７．１万円以上
２５．１万円未満

10,000

(※1)(※2)(※3)(※4)別途基準（市町村民税）

23.5万円未満
(※4)10,000

福祉医療費
助成制度で
助成

10,000

負担上限額あり
（所得判定によ
る）

20,000

資料№１
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